
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書

盤島塵聾屋勘二△_」墨払

1 事業の成果
令和元年度以前より実施している 3つの事業を中心に事業を実施した。新型コロナウィルス感染症拡

大のため、野外教育活動が以前よりも大きく受益対象者人数が減少している。令和 2年度より、新型コ

ロナウィルス感染症拡大による雇用の縮小等を要因とした経済的に困難を抱える子育て家庭を対象に個

人や企業から寄附を募り、子育て家庭に食の支援を行うプログラムを開始した。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 13,421 】千円)
疋訳 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千
円)

社会教育に関

する企画 0運

営及びそれを

支援する事業

野外教育活動、スポー

ツ・レクリエーション

活動、文化・芸術活動

における日帰リプロ

グラム及び宿泊プロ

グラムの企画・運営

令和 2年

11月 15日

令和 3年

3月 27日

6月 20日

6月 26日

7月 11日

7月 18日

8月 12日

8月 16日

8月 23日

10月 24日

10月 30～31日

関東近郊 157人

関東近郊在

住の小学

生・中学生

及びその保

護者

212人

12,535

オンラインを用いた

体験プログラム

令和 2年

12月 19日

令和 3年

1月 24日

2月 21日

3月 14日

5月 22日

8月 9日

9月 12日

当法人

事務局
62人

全国の乳幼

児を含む一

般市民

69人



プレーパーク(冒険あ

そび場づくり)の企

画 0運営

令和 3年

7月 10日

10月 9日

都立

木場公園
20ノ、

全国の乳幼

児を含む一

般市民

464人

ひとり親世帯の子ど

もたちを対象とした

オンラインによる活

動支援

令和 2年

12月 12日

令和 3年

1月 30日

2月 28日

3月 21日

5月 23日

当法人

事務局
24人

全国のひと

り親世帯の

保護者 0子

ども

113家庭

経済的な困難を抱え

る子どもたちの教育

格差の解決のための

支援

通 年
当法人

事務局
3人
全国の一般

市民
多数

経済的に困難を抱え

る子育て家庭への食

の支援プログラム

通 年
当法人

事務局
4人

東京近郊の

経済的に困

難を抱える

家庭の保護

者・子ども

123家庭

社会教育に関

する人材の交

流及び育成を

図る事業

子どもや青少年と関

わるうえで必要な技

術を習得するための

勉強会

令和 3年

2月 20日

7月 25日

9月 25日

関東近郊 9人
全国の一般

市民
30人 425

社会教育を推

進するために

必要な普及啓

発及び調査研

究事業

子どもや青少年に関

する社会課題や教

育・福祉等についての

情報メディアの企

画・運営

通 年
当法人

事務局
2人
全国の一般

市民
多数 461

社会教育を推

進するために

必要な旅行業

法に基づく旅

行業者代理業

野外教育活動、スポー

ツ・レクリエーション

活動、文化・芸術活動

における日帰リプロ

グラム及び宿泊プロ

グラムの企画・運営

実施なし 0



(2)その他の事業 (事業費の総費用 【   0 】千円)
疋款 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

な し



書式第 13号 (法第28条関係)

令和2年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業がと登場合)

霊 ■ 小 計・ 合 計

1,451,2m

6,339,820
6,339,321

6,000,000

6,側0,000

社会教育に関する企画・運営及びそれを支援する事業収益
社会教育に関する人材の交流及び育成を図る事業収益
社会教育を推進するために必要な普及啓発及び調査研究事業収益
社会教育を推進するために必要な旅行業法に基づく旅行業者代理業収益

正会員受取会費
賛助会員受取会費
活動会員受取会費

受取寄附金

受取助成金

雑収益

4,858,073
0

399,668
0

5,257,741

50

4,652,038

4,052,088

23_7m

6,625,瞑蘭

6,795,198

法定福利費
福利厚生費

酬
当
報
手
員
料
役
給

会議費
旅費交通費
費
　
費

搬
費
熱
賃

運
品
光
家
料

信
耗
道

‐
代

‐険

通
消
水
地
保
租税公課
支払手数料

旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
水道光熱費

法定福利費
福利厚生費

地代家賃
保険料
研修費
支払手数料
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和2年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

単位 :円 |

金  額 小計・合計

9,739,374

71,400

1,570

9,812,344

(1

2

2

(

敷金

現金預金

消費税還付金

立替金

9,812,344

ｎ
Ｕ

ｎ

Ｕ

200,000

200,000

200.000

【A】 資 産 合 計 ①+② 10,012,344

287,823

161,750

70,000

519,573

2

1

B-1

未払金

前受金

未払法人税等

519,573

Ａ
Ｕ

ハ
Ｕ

51■ 573

4,514,139

4,978,632

8-2

当期正

の

9,492.771

10,012,344【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

負 債  の



１

■

令和2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 夢職人

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2010年7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)
によっています。

(1)固定資産の減価償却の方法
法人税法の規定に基づいて定率法で償却しています。但し、取得金額が20万円未満の資産については

法人税法に規定する一括償却の方法により償却しています。

(2)消費税等の会計処理
税込経理方式で処理しています。

2. 事業別損益の状況
:円 )

科 目
企画運営事
業

人材育成事
業

普及啓発事
業
旅行業代理業 事業部門計

法人全体又
は管理部門

合計

０

０

０

4,858,073

0

０

０

０

０

０

０

０

０

399,668
0

０

０

０

０

０

７
，
″０２Ｆ０

０

０

０

１

０

４７

1,451,280
6,339,820

6,000,000
0

4,652,088

1,451,280

6,389,820

6,000,000

5,257,741
4,652,088

18,443,188 23,700,9294,858,073 ｎ

〉 399,668 Ａ
Ｕ 5,257,741

０

０

０

０

０

5,735,824

0
873,742
16,289

0

636,293
3,719,880

603,607
8,979
0

6,372,117

3,719,880

1,477,349

25,268
0

5,162,245

0
786,369
14,660
0

286,789
0

43,683

814
0

286,790
0

43,690
815
0

331,295 0 6.625。855 4,968,759 11,594,6145,963,274 331,286

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

3,435,784

143,943

22,260
748,399
359,339
99,112

129,359

1,336,500

320,666
13,200

0
186,631

0

0
0
1,500

62,598
20,478
16,227

18,153

148,500

18,569

0
9,000

37,470

0

3,435,784

143,943

23,760
810,992
379,817
115,339

147,512

1,485,000

339,235
13,200

9,000

224,101
0

3,435,784

142,751

17,660

746,787
323,209
99,112

116,425

1,202,850

303,954
13,200

0
170,105

0

0
596
4,600

0
6,331

0
6,464

66,825

8,356

0
0
181

0

0
596
0

1,612

29,799
0

6,470

66,825
8,356

0
0

16,345

0
6,571,837 93,353 130,003 ｎ

〉 6,795,193 332,490 7,127,683
13,421,048 5,301,249 18,722,29712,535,111 424,639 461,298 0

▲ 61,630 0 ▲ 8,163,307 13,141,989 4,978,632▲ 7,677,038 ▲ 424,639

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用

(1)人件費
給料手当

役員報酬

外注費

法定福利費

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費
業務委託費

印刷製本費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

水道光熱費

地代家賃

保険料

研修費

租税公課

支払手数料
広告宣伝費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



期首取得価額l  取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額科 E
:

200,0001 0 0 200,000 200,000
200,0000200,0001 0 200,000

投資その他の資産

敷金

合計

4

3. 固定資産の増減内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は9,493,071円 ですが、そのうち1,596,413円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は7,896,658円 です。

借入金の増減内訳

借入金はありません。

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

円

7 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要
な事項
事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当、法定福利費、福利厚生費、水道光熱費、地代家
賃、保険料、租税公課については従事割合に基づき案分しています。

5

０^

期末残高 備 考内容 期首残高
勁
〓

0 4,991,179 3,394,766 1,59Ю ,413

0 4.991.179 3.394.766 1.596.413

・経済的に困難を抱
える子育て家庭への

食の支援プログラム

合計

科 目
計算書類に
計上された

内役員及び
近親者との

1,451,280

6,339,820

5,257,741

4,652,088

159,600

424,000
4,000

0
587,60017,700,929

該当なし 該当なし

(活動計算書)

受取会費

受取寄付金

事業収益

その他収益

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和2年度 財産
事 業 報 告 用

囲

1

現金預金

手元現金

みずほ銀行普通預金

三菱UFJ銀行普通預金

楽天銀行普通預金

ゆうちょ銀行普通預金

ゆうちょ銀行当座預金

売上債権

消費税還付金

立替金

2

1

(2)

日

敷金

事務所

60,183

2,951,926

920,912

1,611,239

44,009

4,151,105

9,739,374

■812,344

71,400

71,400

1,570

1,570

9,812.344

0

ロ

200,000

200,000
匹DEE

師ΠΠ面

【A】 資 産 合 計 ①+② 10,012,344

3・
‐‐1 量 債 の 3

未払金

10月 分社会保険料

10月 分電話代

287,823

279,300

8,523

前受金

令和3年 11月・ 12月 実施のプログラムの参加費

161,750

161,750

未払法人税等

租税公課

70,000

70,000

ロ
Ｆ

」

『

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 519,573

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 … 【B-1】 9,492,771



書式第 18号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告 用

令和2年度年間役員名簿 〈前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人  夢職人

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

1
□Eヨ

イフキリ ジュン 令和2年 11月 1日

令和3年 10月 31日

令和2年 11月 1日

令和3年 10月 31日岩切 準

2
〆
~ヽ

(3声事
l<F =*= 令和2年 11月 1日

令和3年 10月 31日山田 友紀子

3

3 = rr? .z-) 令和2年 11月 1日

令和3年 10月 31日横山 優

4

ノ
~ヽ

長賢ジ監事
ホンダ ユウイチ 令和2年 11月 1日

令和3年 10月 31日本多 雄一

5

⌒

鮭:り監事
サイトウ サトコ 令和2年 11月 1日

令和3年 10月 31日齊藤 聡子

6

⌒

理事雙,ヲ
ケイノ マコト 令和2年 11月 1日

令和3年 10月 31日慶野 誠

７

‥ 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

６
０ 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

Ｏ

ｖ 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

10 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

氏   名

岩切 準

ロ 山田 友紀子

3 齊藤 聡子

4 和田 健太郎

5 大嶺 麻衣子

6 大塚 昇

7 大堀 詩織

8 門倉 麻莉

9 鈴木 清香

10 若山 詩織

上田 敦広

12 松尾 祐輔


